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令和５年度 事務事業評価シート

事
業
の
概
要

事務事業名 福祉団体等助成事業 担当部 福祉部

事業期間 昭和６３年度以前 ～ 令和７年度以降 担当課 福祉総務課

小牧市まちづくり推進計
画（R1年～R4年） 分野別計画編

基本
施策

8
展開
方向

1 担当係 社会福祉係

目 1 大 4 中 1予算区分 一般会計 款 3 項 1

対象
（何･誰を対象

に）

小牧保護区保護司会、小牧市遺族会、小牧市更生保護女性会、原爆被爆
者

内容・手段
（目的達成のた
めにどのような
事業を実施した

か）

補助金の交付
①小牧市社会福祉関係団体等育成費補助金
　保護司会等が実施する地域福祉活動の充実のため、　要綱に基づき補
助金を交付する。
（補助金の充当事業）
　・関係団体の健全な育成と発展及び社会福祉の増進を図る事業

②小牧市原子爆弾被爆者検診旅費助成金
　原子爆弾被害者の健康の保持及び福祉の増進に寄与するため、要綱に
基づき助成金を交付する。
（助成金の充当事業）
　・自動車運賃、宿泊費等

受益者負担 なし

根拠法令
・個別計画

小牧市社会福祉関係団体等育成費補助金交付要綱
小牧市原子爆弾被爆者検診旅費助成金交付要綱 事業種別 一般事業

目的・成果
（何のために、ど
のような成果を
期待するか）

複雑化する福祉ニーズに対応するため、地域福祉関係団体等の事業費等
の一部を補助し、関係団体の健全な育成と発展及び社会福祉の増進を図
る。

事
業
費

項目 R1 R2 R3 R4

国・県支出金 0 0 0

予算額 2,297 2,297 2,297 2,297

その他職員（時給×時間） 0 0 0 0

事業費合計（C＝A＋B） 2,177 2,064 2,032

R5

直
接
経
費

決
算
額

財
源

一般財源 2,177 2,064 2,032 2,177

計（A） 2,177 2,064 2,032 2,177

0
その他 0 0 0 0

0.00 0.00

2,297

対前年比 ― 94.8% 98.4% 107.1%

0.00

2,177

計（B） 0 0 0 0

人
件
費

正規職員（平均賃金） 0 0 0 0

正規職員 0.00 0.00 0.00 0.00

その他職員 0.00



（３）業績
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3 人
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目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

（４）事業の評価

千円 節 細節 細々節

展開方向における指標の推移 基本施策 8 展開方向 1

指標名 方向性 基準値 R2 R3 R4 R5
福祉体験学習への参加者
数 ↗ 91 0 3 34

ココボラへの参加者数 ↗ 32 24 58 55

ジュニア奉仕団への参加者
数 ↗ 928 791 826 745

指
標

指標ほか R1 R2 R3 R4

23.4 28.3 ―

3,425

活
動
指
標

福祉体験学習・ジュニア奉
仕団・ココボラへの参加者
の合計数

人
1,051 1,051 1,051 1,051

単
位
あ
た
り

事
業
費

受益者数（a） 人 ― ― ― ―

R5

成
果
指
標

地域福祉活動に参加してい
る市民の割合 ％

33.0 33.0 33.0 33.0 33.0

26.2

ボランティア登録者数 人
3,957 3,957 3,957 3,957 3,957

3,941 3,565 3,174

1,051

1,051 815 887 834

受益者あたり事業費
（＝C/a）

円 ― ― ― ―

事
業
の
達
成
状
況
と
課
題

　保護司会、更生保護女性会など地域福祉に関する団体の活動は、令和3年度
まで新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、縮小傾向であったことから令和2
年度、令和3年度の補助金について一部精算し返還する団体もあった。令和4年
度以降は通常通りの運営や事業運営に戻りつつあり、引き続きそれぞれの団体
における活動を補助制度によってサポートをすることで、地域福祉の充実を図っ
ていく。
　原子爆弾被爆者検診旅費助成金に関しては、平成25年度から実績はないもの
の、必要な支援であると考えていることから引き続き利用相談などがあれば積極
的な案内を続けていきたい。

事
業
の
評
価

事業の方向性 維　持 事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

今後の実
施内容

　各団体の活動をコロナ禍以前に戻しつつ、充実した活動になるよう補助制度を
通じ支援を行い、地域福祉の充実を図る。

事務事業評
価による額


